
1.業務命令および懲戒権の根拠について
　業務命令および懲戒権を実行するためには、労
働契約および就業規則に根拠を求めることが一般
的です。しかしながら、「自席での飲食を禁止す
る」などという個別具体的な禁止規定を服務規律
に定めている会社はほとんどないでしょう。
　それでは、個別具体的な禁止規定がなければ、
業務命令や懲戒権の行使はできないのでしょうか。
例えば、厚生労働省のモデル就業規則でも第11条
7 号で「その他労働者としてふさわしくない行為
をしないこと」といった抽象的な服務規律規定が
定められていますが、このような規定を根拠とし
て、今回のような行為を業務命令や懲戒権行使の
対象とすることはできないのでしょうか。
　これまでの最高裁判例においても、服務規律や
企業秩序の維持、会社に帰属する施設管理の権限
に関して、さまざまな事例において懲戒権の根拠

となることを示してきています。
　例えば、富士重工業事件（最高裁三小　昭52. 
12.13判決）では、「労働者は、労働契約を締結し
て企業に雇用されることによつて、企業に対し、
労務提供義務を負うとともに、これに付随して、
企業秩序遵守義務その他の義務を負う」と判示
し、労働契約の付随義務としての企業秩序遵守義
務を肯定しました。また、国鉄札幌運転区事件

（最高裁三小　昭54.10.30判決）では、企業の施設
管理に関して「職場環境を適正良好に保持し規律
のある業務の運営態勢を確保するため、その物的
施設を許諾された目的以外に利用してはならない
旨を、一般的に規則をもつて定め、又は具体的に
指示、命令することができ、これに違反する者に
対し、その行為の中止、原状回復等必要な指示、
命令を発し、又は規則に定めるところに従い制裁
として懲戒処分を行うことができる」旨を判示し
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うか。また、命令に従わない場合の懲戒処分は可能でしょうか。
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ています。
　したがって、これらの判例における判断を前提
にすると、労働契約や就業規則に十分な明記がな
い場合であっても、企業秩序の維持や企業の施設
管理に必要な範囲において、業務命令や当該命令
への違反に対する懲戒権の行使が可能であると考
えられます。
　なお、これらの判例について、個別具体的な根
拠なく業務命令や懲戒権行使の対象とされること
から労働者の予測可能性を失わせ、労働者の行動
を萎縮させることになるとして批判的な見解もあ
ります。しかしながら、あらゆる状況を個別具体
的に想定して規定しておくことが現実的には困難
であることからすれば、就業規則において、少な
くとも「その他労働者としてふさわしくない行為
をしないこと」といった抽象的であるとはいえ、
企業秩序の維持が労働者の義務として設定されて
いるのであれば、業務命令や懲戒権の行使の対象
とすることは可能と考えられます。

2.業務命令や懲戒権の限界について
　企業秩序の維持や施設管理を根拠として、業務
命令および懲戒権の行使が可能であるとしても、
どのような場合においても業務命令および懲戒処
分ができることにはなりません。
　まず、業務命令について、企業秩序の維持との
関連性や施設管理の必要性がなければならないと
考えられます。したがって、勤務時間外の行為な
どを対象とするような業務命令については、業務
命令の対象とすることはできないと考えられてい
ます。
　次に、懲戒権の行使に関しては、労働契約法15
条において、「使用者が労働者を懲戒することがで
きる場合において、当該懲戒が、当該懲戒に係る
労働者の行為の性質及び態様その他の事情に照ら
して、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上
相当であると認められない場合には、その権利を
濫用したものとして、当該懲戒は、無効とする」
と定めています。したがって、懲戒権を行使する
場合においては、「客観的に合理的な理由及び社会

通念上の相当性」が備わっていなければならず、
特に社会通念上の相当性との関係から、他の労働
者との公平性が確保されていなければならないと
考えられています。
　ご質問においても、当該社員のみを対象とする
ことが可能か懸念されているのは、公平性の確保
の観点から問題になります。そのほか、懲戒手続
きに至るまでに本人の弁明の機会を与えるべきと
いった手続き的な相当性や懲戒処分により生じる
不利益の程度と違反事由の重大性のバランスなど
が考慮されることになります。

3.ご質問のケースの対処方法について
　ご質問の内容については、全社員に対し自席で
の飲食を禁止しているわけではないことから、当
該社員のみを業務命令の対象とした上で、是正さ
れない場合に懲戒権を行使することができるかが
問題となります。
　重要なのは、企業秩序維持および施設管理との
関連性が肯定できるか、また、ご質問のような状
況を客観的な根拠をもって証明することが可能で
あるかという点と考えられます。
　ご質問の内容からすれば、まず、執務場所にお
ける自席での飲食による汚損ですので、企業秩序
維持および施設管理との関連性は認められるで
しょう。また、デスクの周辺が汚損していること
は、数日分の状況を写真撮影する方法などで客観
的に証拠を確保することが可能と考えられ、その
程度が他の従業員のデスクの状況との相違が明白
であることを示すことができると思われます。ま
た、虫が発生していることも客観的な証拠を確保
することは不可能ではないと考えられます。
　このような状況が客観的に確認できれば、業務
命令の必要性を肯定することができると思われま
すので、業務命令を行った上で、当該命令違反に
対する懲戒処分も有効に行うことが可能でしょう。
　ただし、懲戒処分の種類については、違反によ
る損害が甚大とまではいえない限りは、戒告など
の軽微な懲戒処分にとどめる必要があると考えら
れます。
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